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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、平成16年９月中間期及び平成17年９月中間期は

１株当たり中間純損失であり、また各期とも潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３．平成16年９月中間期における従業員数の増加は、主に株式取得により新たに子会社となった浅野環境サービ

ス㈱を連結の範囲に含めたことによるものであります。 

回次 第37期中 第38期中 第39期中 第37期 第38期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高（百万円） 8,216 8,651 10,878 21,610 24,174 

経常利益又は経常損失（△）（百

万円） 
122 77 △197 1,233 1,317 

中間（当期）純利益又は純損失

(△)（百万円） 
61 △381 △168 540 280 

純資産額（百万円） 10,974 10,892 11,349 11,435 11,450 

総資産額（百万円） 20,011 20,214 21,909 22,611 24,169 

１株当たり純資産額（円） 425.22 422.10 439.84 442.50 443.13 

１株当たり中間（当期）純利益又

は純損失(△)（円） 
2.37 △14.76 △6.54 20.31 10.25 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 54.8 53.9 51.8 50.6 47.4 

営業活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
2,055 2,341 264 833 1,455 

投資活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
222 △621 32 270 42 

財務活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
△3,470 △129 △129 △3,659 △259 

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高（百万円） 
5,828 6,056 5,872 4,466 5,705 

従業員数（人） 494 669 692 488 679 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、平成17年９月中間期は１株当たり中間純損失で

あり、また各期とも潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３．平成16年９月中間期における従業員数の増加は、主に連結子会社であったアタカプラントサービス㈱及び㈱

エース機械製作所を吸収合併したことによるものであります。 

２【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

回次 第37期中 第38期中 第39期中 第37期 第38期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高（百万円） 6,028 6,985 7,934 17,015 18,471 

経常利益又は経常損失（△）（百

万円） 
115 85 △197 1,217 1,208 

中間（当期）純利益又は純損失

（△）（百万円） 
77 47 △137 582 672 

資本金（百万円） 1,335 1,335 1,335 1,335 1,335 

発行済株式総数（千株） 25,825 25,825 25,825 25,825 25,825 

純資産額（百万円） 9,173 10,391 10,840 9,658 10,911 

総資産額（百万円） 17,226 18,267 20,019 20,134 21,978 

１株当たり純資産額（円） 355.29 402.48 419.92 373.61 422.05 

１株当たり中間（当期）純利益又

は純損失（△）（円） 
2.99 1.84 △5.32 22.11 25.43 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益（円） 
－ － － － － 

１株当たり中間（年間）配当額

（円） 
5 5 5 10 10 

自己資本比率（％） 53.3 56.9 54.1 48.0 49.6 

従業員数（人） 198 261 272 194 265 



３【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は100分の10未満のため記載を省略しております。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数には、兼務役員および関係会社等への出向者は含んでおりません。 

２．従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は100分の10未満のため記載を省略しております。 

(3）労働組合の状況 

 労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

  平成17年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

環境装置事業 663 

建設事業 29 

合計 692 

  平成17年９月30日現在

従業員数（人） 272 



第２【事業の状況】 
 「第２ 事業の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示しております。 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業業績の改善に伴う設備投資の増加に加え、雇用情勢にも明るい

兆しが見えるなど、景気は緩やかな回復基調にありました。 

 しかしながら当水処理業界におきましては、昨年に引き続き公共事業の縮減や競争の激化による価格低下など依

然厳しい営業環境となりました。 

 このような状況のもとで当社グループは、今年度を初年度とする中期経営計画「ＡＣＴ’０７」の諸施策に掲げ

たとおり上水事業の復活、民需環境事業の飛躍に向けた新技術開発等に積極的に取り組むなど、目標達成に向けて

社員一丸となって取り組んでまいりました。 

 その結果、当中間連結会計期間の受注高は全体で14,059百万円（前年同期比6.0％減）、完成工事高は10,878百

万円（前年同期比25.7％増）となりました。また、当中間連結会計期間末の受注残高は21,771百万円（前年同期比

20.1％減）となりました。完成工事高増加の主な要因は、ごみ埋立浸出水処理施設をはじめとした各事業での売上

増と前連結会計年度中に子会社化した浅野環境サービス㈱の売上加算によるものです。 

 しかしながら、損益面におきましては、外注費および材料費の圧縮によるコストダウンに努めたものの大口工事

の収益率悪化やグループの人件費増をはじめとする販売費および一般管理費の増加が利益を圧迫し、経常損失は

197百万円（前年同期は経常利益77百万円）、中間純損失は168百万円（前年同期は中間純損失381百万円）となり

ました。 

 事業別の概況は次のとおりであります。 

 環境装置事業では、ごみ埋立浸出水処理施設は増加したものの廃棄物・リサイクル施設が大型工事の発注先送り

もあって、前年同期比で減少し、また、全体的な受注単価の下落等により受注高は12,089百万円（前年同期比

10.8％減）となりました。しかし完成工事高は、浅野環境サービス㈱の子会社化による増加もあり9,175百万円

（前年同期比32.2％増）と前中間連結会計期間を大きく上回りました。受注残高は19,070百万円（前年同期比

26.2％減）となりました。 

 建設事業におきましては、民間設備投資の増加に伴い受注高は1,969百万円（前年同期比41.7％増）と伸長し、

完成工事高は1,702百万円（前年同期比0.6％減）、受注残高は2,701百万円（前年同期比94.7％増）となりまし

た。 

 なお、当社グループの売上高は、工事の完成引き渡しが下半期に多いため、「２．受注及び売上の状況 (2）受

注工事高及び完成工事高について」に記載のとおり季節的変動があります。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の残高は、前連結会計年度末と比べ

167百万円増加し、5,872百万円となりました。 

 各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 税金等調整前中間純損失が179百万円となったものの、売上債権の回収等により264百万円の収入超過（前年同

期比2,077百万円減）となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資有価証券の償還による収入等があり32百万円の収入超過(前年同期は621百万円の支出超過)となりまし

た。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 配当金の支払等により129百万円の支出超過（前年同期比0百万円減）となりました。 



２【受注及び売上の状況】 

(1）受注実績 

(2）売上実績 

 （注） 当連結企業集団では施工実績を定義することが困難であるため「施工の状況」は記載しておりません。 

 なお、参考のため提出会社個別の事業の状況は次のとおりであります。 

(1）受注工事高、完成工事高、繰越工事高及び施工高 

前中間会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日） 

当中間会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

区分 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

環境装置事業（百万円） 13,559 12,089 17,941 

建設事業（百万円） 1,389 1,969 3,888 

合計（百万円） 14,949 14,059 21,829 

区分 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

環境装置事業（百万円） 6,938 9,175 21,010 

建設事業（百万円） 1,712 1,702 3,164 

合計（百万円） 8,651 10,878 24,174 

事業別 
期首繰越 
工事高 
（百万円） 

期中受注 
工事高 
（百万円） 

計 
（百万円） 

期中完成 
工事高 
（百万円） 

期末繰越工事高 
期中施工
高 
（百万円）手持工事高

（百万円） 
うち施工高 
（百万円） 

            ％     

環境装置事業 19,139 10,579 29,719 5,626 24,092 4.0 961 6,237 

建設事業 1,518 1,150 2,669 1,358 1,310 10.8 141 1,191 

計 20,657 11,730 32,388 6,985 25,403 4.3 1,103 7,429 

事業別 
期首繰越 
工事高 
（百万円） 

期中受注 
工事高 
（百万円） 

計 
（百万円） 

期中完成 
工事高 
（百万円） 

期末繰越工事高 
期中施工
高 
（百万円）手持工事高

（百万円） 
うち施工高 
（百万円） 

            ％     

環境装置事業 15,874 7,847 23,722 6,446 17,275 5.9 1,014 6,613 

建設事業 2,369 1,570 3,940 1,487 2,452 42.3 1,036 2,187 

計 18,243 9,418 27,662 7,934 19,728 10.4 2,050 8,801 



前事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 （注）１．前事業年度以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額の増減がある場合は、期中受注工事高にそ

の増減額を含めております。したがって、期中完成工事高にもかかる増減額が含まれます。 

２．期末繰越工事高の施工高は、支出金により手持工事高の施工高を推定したものであります。 

３．期中施工高は（期中完成工事高＋期末繰越施工高－前期末繰越施工高）に一致します。 

(2）受注工事高及び完成工事高について 

 当社は建設市場の状況を反映して工事の受注工事高及び完成工事高が平均化しておらず、最近３年間について

みても次のように変動しております。 

事業別 
期首繰越 
工事高 
（百万円） 

期中受注 
工事高 
（百万円） 

計 
（百万円） 

期中完成 
工事高 
（百万円） 

期末繰越工事高 
期中施工
高 
（百万円）手持工事高

（百万円） 
うち施工高 
（百万円） 

            ％     

環境装置事業 19,139 12,784 31,924 16,050 15,874 5.3 847 16,546 

建設事業 1,518 3,272 4,790 2,421 2,369 14.2 336 2,448 

計 20,657 16,057 36,715 18,471 18,243 6.5 1,183 18,995 

区分 

受注工事高 完成工事高 

１年通期 
(A) 

（百万円） 

上半期 
(B) 

（百万円） 

(B)／(A) 
（％） 

１年通期 
(C) 

（百万円） 

上半期 
(D) 

（百万円） 

(D)／(C) 
（％） 

第36期 15,171 10,698 70.5 18,215 9,039 49.6 

第37期 16,036 10,415 65.0 17,015 6,028 35.4 

第38期 16,057 11,730 73.1 18,471 6,985 37.8 

第39期 － 9,418 － － 7,934 － 



(3）完成工事高 

 （注）１．完成工事のうち主なものは、次のとおりであります。 

前中間会計期間  請負金額１億円以上の主なもの 

当中間会計期間  請負金額８千万円以上の主なもの 

２．完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の完成工事高及びその割合は、次のとおりであり

ます。 

(4）手持工事高（平成17年９月30日現在） 

 （注） 手持工事のうち請負金額15億円以上の主なものは、次のとおりであります。 

期別 区分 官公庁(百万円) 民間(百万円) 合計(百万円) 

前中間会計
期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

環境装置事業 5,226 400 5,626 

建設事業 － 1,358 1,358 

計 5,226 1,759 6,985 

当中間会計
期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

環境装置事業 6,187 259 6,446 

建設事業 2 1,485 1,487 

計 6,189 1,745 7,934 

清水港飼料㈱   石巻工場 新工場建設工事（鶏豚用飼料製造工場） 

宇都宮市   新最終処分場浸出水処理施設建設工事 

㈱佐々木木型製作所   佐々木木型製作所新築工事 

日立造船㈱   日立造船メタルワークス㈱組立工場建設工事 

内海造船㈱   瀬戸田工場増改造工事 

南越清掃組合   最終処分場浸出水処理施設建設工事 

石坂産業㈱   石坂産業㈱（工場Ｃ・Ｆ棟）新築工事 

㈱トーモク   ㈱トーモク 千葉紙器工場増設工事 

日立造船㈱   雁又地区排水管敷設・法面改修工事 

備前市    農業集落排水統合補助事業 新庄地区処理場建設工事（機械・電気） 

前中間会計期間     

 桑名・員弁広域連合   1,322百万円        18.9% 

 西春日井郡東部衛生組合    1,044百万円        15.0% 

当中間会計期間     

 豊田三好事務組合   1,154百万円        14.5% 

区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 合計（百万円） 

環境装置事業 15,118 2,157 17,275 

建設事業 － 2,452 2,452 

計 15,118 4,610 19,728 

 豊田三好事務組合 豊田加茂清掃センター新不燃物処分場建設工事 平成18年３月 完成予定

 富田川衛生施設組合 し尿処理施設建設工事  平成18年３月 〃 

 志賀町 志賀町衛生センター建設工事 平成19年１月 〃 

 中津市 し尿・浄化槽汚泥高度処理施設建設工事 平成19年３月 〃 

 人吉球磨広域行政組合 人吉球磨広域行政組合汚泥再生処理センター建設工事 平成19年３月 〃 



３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 当社グループは、環境分野における先端技術の研究開発を経営の最重要課題の一つと位置づけ、多様化する社会の

ニーズおよび環境行政の変化に対応すべく、研究開発体制を強化し、開発担当部門（環境研究所）が中心となって、

関連部門との連携のもと、全社一丸となった研究開発を推進しております。 

 環境装置事業では、技術の高度化や競争力の強化を目指し、基礎研究から新商品、新技術の応用開発まで幅広い研

究開発活動を実施しております。また、研究開発活動の効率化、開発技術の早期実用化を図るため、大学や公的機関

との共同研究や技術交流にも積極的に取り組んでおります。 

 当中間連結会計期間における研究開発費（調査研究費）は111百万円であり、主な研究開発およびその成果は次の

とおりであります。 

(1) メタン発酵高度利用技術の開発 

 食品廃棄物、油脂含有廃水などの高濃度有機性廃棄物や廃水を、メタン発酵処理することにより汚泥の発生量

の抑制やエネルギーの回収を目指すシステム開発を、農林水産省補助プロジェクトとして進めてきた結果、油脂

のメタン化技術であるアタカＦＭＤシステム（Fats Methanogenｉc Dｅcomposition）及び無希釈高速メタン化技

術であるアタカＷＴＭシステム（Waterless Two-Phase Methanation System）を開発しました。 

 現在、「バイオマス・ニッポン総合戦略」構想の下、木津町（京都府）にて自治体向け生ゴミを対象とした上

記ＷＴＭシステムの検証に取り組んでいます。本検証は、ＲＩＴＥ（(財)地球環境産業技術研究機構）との共同

研究プロジェクトとして実施しています。さらにＦＭＤシステムを中心として民間との共同研究を実施するとと

もに、民需向有機性廃棄物の資源化提案等の営業活動に取り組んでおります。 

(2) 小規模下水高度処理システムの開発 

 日本下水道事業団（ＪＳ）との間で、中小規模下水道における高度化処理（汚泥減容化とリン回収の複合シス

テム）の共同研究開発を実施しております。その一環として現在、ＪＳ技術開発実験センター（栃木県真岡市）

にて実証試験に取り組んでおります。生活必須物質であるリンの枯渇が懸念される中で、汚泥減容化とリン回収

の複合技術は注目されております。本実証試験では、汚泥減容化技術とアタカＨＡＰシステムとを組み合わせる

ことにより、中小規模下水道への適合性を検証します。 

(3) 民需環境事業への技術開発 

 土壌・地下水の汚染修復や各種民需廃水、廃棄物に関するソリューション技術開発を推進するとともに、民需

環境事業拡張に向けた提案型営業活動を展開しております。 

(4) 上水事業への技術開発 

 上水分野における施設更新、高度処理化を見据え技術開発を推進するため、当面の取り組みとして、水道用限

外ろ過膜の装置認定の取得を目指しております。 

 なお、建設事業及び子会社においては、報告すべき研究開発活動は特段行っておりません。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な移動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設及び除却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 55,125,000 

計 55,125,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成17年12月20日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 25,825,000 25,825,000 

東京証券取引所 

（市場第一部） 

大阪証券取引所 

（市場第一部） 

－ 

計 25,825,000 25,825,000 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額(百万円) 

資本準備金残
高（百万円） 

平成17年４月１日～ 

平成17年９月30日 
－ 25,825,000 － 1,335 － 39 



(4）【大株主の状況】 

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が3,000株含まれておりますが、議決

権の数３個は含めておりません。 

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数(千株) 
発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日立造船株式会社 大阪市住之江区南港北１丁目７－89  14,722 57.01 

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町２丁目２－１ 1,000 3.87 

住友信託銀行株式会社 大阪市中央区北浜４丁目５－33 500 1.94 

日鉄鉱業株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目３－２ 500 1.94 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町２丁目11－３ 325 1.26 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海１丁目８－11 295 1.14 

株式会社宇佐美組 岐阜県大垣市浅草１丁目280 131 0.51 

株式会社栗本鐵工所 大阪市西区北堀江１丁目12－19 120 0.46 

渡辺 隆司 
千葉市美浜区打瀬２丁目４パティオス１－

２０８ 
100 0.39 

みずほ信託銀行株式会社 

（信託Ｚ口） 
東京都中央区八重洲１丁目２－１ 100 0.39 

計 － 17,793 68.91 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   42,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 25,738,000 25,735 － 

単元未満株式 普通株式    45,000 － － 

発行済株式総数 25,825,000 － － 

総株主の議決権 － 25,735 － 



②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

アタカ工業株式会社 
大阪市西区立売堀２

丁目１番９号 
10,000 － 10,000 0.04 

日本サニタリー株式会社 
兵庫県尼崎市杭瀬北

新町２丁目２番14号 
32,000 － 32,000 0.12 

計 － 42,000 － 42,000 0.16 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 455 432 454 464 463 540 

最低（円） 411 410 414 440 435 455 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令

第14号）に準じて記載しております。 

 ただし、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３

項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14

号）に準じて記載しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のた

だし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日

まで）及び当中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会

計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30

日まで）の中間財務諸表について、暁監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

現金預金     3,696 3,686   3,577 

受取手形・ 
完成工事未収入金
等 

    5,698 7,466   10,794 

有価証券     301 100   － 

未成工事支出金     1,323 1,994   1,246 

その他たな卸資産     379 357   377 

短期貸付金     2,013 1,507   2,010 

繰延税金資産     461 295   258 

その他     482 851   276 

貸倒引当金     △12 △12   △28 

流動資産合計     14,343 71.0 16,246 74.2   18,512 76.6

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産           

建物・構築物   1,445   1,447 1,444   

機械・運搬具・
工具器具備品 

  726   736 738   

土地   1,433   1,433 1,433   

建設仮勘定    －   14 12   

減価償却累計額   △1,231 2,373 △1,306 2,327 △1,273 2,356 

２．無形固定資産           

連結調整勘定   547   435 492   

その他   22 570 18 454 20 512 

３．投資その他の資産           

投資有価証券   2,020   2,260 2,056   

繰延税金資産   333   230 338   

その他   668   506 512   

貸倒引当金   △96 2,926 △117 2,880 △118 2,788 

固定資産合計     5,870 29.0 5,662 25.8   5,657 23.4

資産合計     20,214 100.0 21,909 100.0   24,169 100.0 

            

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

支払手形・工事未
払金等 

    6,937 7,858   9,577 

未払法人税等     40 64   142 

未成工事受入金     686 700   754 

賞与引当金     351 409   367 

完成工事補償引当
金 

    47 51   59 

その他     519 663   1,042 

流動負債合計     8,583 42.4 9,747 44.5   11,945 49.4

Ⅱ 固定負債           

退職給付引当金     680 732   697 

役員退職慰労引当
金 

    57 79   75 

その他     0 0   0 

固定負債合計     738 3.7 812 3.7   773 3.2

負債合計     9,321 46.1 10,560 48.2   12,719 52.6

            

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     1,335 6.6 1,335 6.1   1,335 5.5

Ⅱ 資本剰余金     39 0.2 39 0.2   39 0.2

Ⅲ 利益剰余金     9,443 46.7 9,662 44.1   9,975 41.3

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    80 0.4 319 1.4   106 0.4

Ⅴ 自己株式     △5 △0.0 △6 △0.0   △5 △0.0

資本合計     10,892 53.9 11,349 51.8   11,450 47.4

負債資本合計     20,214 100.0 21,909 100.0   24,169 100.0 

            



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 完成工事高     8,651 100.0 10,878 100.0   24,174 100.0 

Ⅱ 完成工事原価     6,854 79.2 8,974 82.5   19,068 78.9

完成工事総利益     1,796 20.8 1,904 17.5   5,106 21.1

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１   1,795 20.8 2,145 19.7   3,893 16.1

営業利益又は営業
損失（△） 

    0 0.0 △240 △2.2   1,212 5.0

Ⅳ 営業外収益           

受取利息   2   1 4   

受取配当金   9   27 15   

持分法による投資
利益 

  5   － 1   

退職積立金精算益   37   － 37   

社宅使用料収入   10   9 21   

匿名組合投資利
益  

  －   9 17   

その他   33 99 1.2 19 69 0.6 39 137 0.5

Ⅴ 営業外費用           

支払利息   0   0 0   

コミットメントラ
イン手数料 

  17   14 24   

持分法による投資
損失  

  －   3 －   

その他   5 23 0.3 7 26 0.2 7 32 0.1

経常利益又は経常
損失(△） 

    77 0.9 △197 △1.8   1,317 5.4

Ⅵ 特別利益           

投資有価証券売却
益 

  54   － 55   

保険解約益    －   － 57   

貸倒引当金戻入益   15 70 0.8 17 17 0.1 8 121 0.5

Ⅶ 特別損失           

構造改善損失 ※２ 641   － 641   

販売用不動産評価
損  

  －   － 59   

ゴルフ会員権評価
損  

  －   － 24   

保険解約損   6 648 7.5 － － － 6 731 3.0

税金等調整前中間
（当期）純利益又
は純損失(△) 

    △500 △5.8 △179 △1.7   707 2.9

法人税、住民税及
び事業税 

  31   63 395   

法人税等調整額   △150 △119 △1.4 △74 △11 △0.1 31 426 1.7

中間(当期)純利益
又は純損失(△) 

    △381 △4.4 △168 △1.6   280 1.2

            



③【中間連結剰余金計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）       

Ⅰ 資本剰余金期首残高     9 39   9

Ⅱ 資本剰余金増加高       

連結子会社の合併による利

益剰余金からの振替高 
  30 30 － － 30 30

Ⅲ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

    39 39   39

        

（利益剰余金の部）       

Ⅰ 利益剰余金期首残高     9,999 9,975   9,999

Ⅱ 利益剰余金増加高       

当期純利益   － － － － 280 280

Ⅲ 利益剰余金減少高       

中間純損失   381 168 － 

株主配当金   129 129 258 

役員賞与金   16 16 16 

連結子会社の合併による

資本剰余金への振替高 
  30 556 － 313 30 304

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

    9,443 9,662   9,975

        



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

税金等調整前中間（当

期）純利益又は純損失

(△) 
  △500 △179 707

減価償却費   54 52 116

連結調整勘定償却額   5 56 61

貸倒引当金の増加・
減少(△)額 

  △15 △17 22

退職給付引当金の増
加・減少(△)額 

  △52 34 △35

役員退職慰労引当金
の増加・減少(△)額 

  △142 4 △124

受取利息及び受取配
当金 

  △12 △29 △20

支払利息   0 0 0

持分法による投資
損・益(△) 

  △5 3 △1

投資有価証券売却
損・益(△) 

  △54 － △55

保険解約損・益(△)   － － △51

売上債権の減少・増
加(△)額 

  5,040 3,327 △56

未成工事支出金等の
減少・増加(△)額 

  26 △728 105

その他流動資産の減
少・増加(△)額 

  22 △16 △5

仕入債務の増加・減
少(△)額 

  △2,180 △1,719 460

未成工事受入金の増
加・減少(△)額 

  407 △54 475

その他流動負債の増
加・減少(△)額 

  △37 △379 285

その他   △5 21 27

小計   2,550 377 1,913

利息及び配当金の受
取額 

  13 30 24

利息の支払額   △0 △0 △0

法人税等の支払額   △222 △143 △481

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  2,341 264 1,455

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

有価証券の売却によ
る収入 

  116 － 415

有形・無形固定資産
の取得による支出 

  △44 △22 △84

投資有価証券の取得
による支出 

  △285 △50 △285

投資有価証券の売却
による収入 

  198 100 204

連結範囲の変更を伴
う子会社株式の取得
による支出 

  △705 － △709

グループファイナンスに

よる資金の増減  
  － － 200

その他の投資の取得
による支出 

  △9 △30 △26

その他の投資の売却
による収入 

  108 35 329

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △621 32 42

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

自己株式の取得によ
る支出 

  △0 △0 △1

配当金の支払額   △129 △129 △258

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △129 △129 △259

Ⅳ 現金及び現金同等物の
増加・減少(△)額 

  1,590 167 1,239

Ⅴ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  4,466 5,705 4,466

Ⅵ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

  6,056 5,872 5,705

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社の数 ５社 連結子会社の数 ５社  連結子会社の数 ５社 

  （連結子会社名） 

東海精機㈱ 

㈱エース建工 

アタカメンテナンス㈱ 

セラケム㈱ 

浅野環境サービス㈱ 

 上記のうち浅野環境サービス

㈱は、株式取得により子会社と

なったため、当中間連結会計期

間から連結の範囲に含めており

ます。 

 また、前連結会計年度まで連

結子会社であったアタカプラン

トサービス㈱及び㈱エース機械

製作所は、当社が吸収合併して

おります。 

（連結子会社名） 

東海精機㈱ 

㈱エース建工 

アタカメンテナンス㈱ 

セラケム㈱ 

浅野環境サービス㈱ 

（連結子会社名） 

東海精機㈱ 

㈱エース建工 

アタカメンテナンス㈱ 

セラケム㈱ 

浅野環境サービス㈱ 

 上記のうち浅野環境サービス

㈱は、株式取得により子会社と

なったため、当連結会計年度か

ら連結の範囲に含めておりま

す。 

 また、前連結会計年度まで連

結子会社であったアタカプラン

トサービス㈱及び㈱エース機械

製作所は、当社が吸収合併して

おります。 

  （非連結子会社名） 

㈱セラ物流サービス 

 非連結子会社は、小規模であ

り、総資産、売上高、中間純損

益（持分に見合う額）及び利益

剰余金（持分に見合う額）等

は、いずれも中間連結財務諸表

に重要な影響を及ぼしておりま

せん。 

（非連結子会社名） 

㈱セラ物流サービス 

 非連結子会社は、小規模であ

り、総資産、売上高、中間純損

益（持分に見合う額）及び利益

剰余金（持分に見合う額）等

は、いずれも中間連結財務諸表

に重要な影響を及ぼしておりま

せん。 

（非連結子会社名） 

㈱セラ物流サービス 

 非連結子会社は、小規模であ

り、総資産、売上高、当期純損

益（持分に見合う額）及び利益

剰余金（持分に見合う額）等

は、いずれも連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしておりませ

ん。 

２．持分法の適用に関する事

項 

 すべての非連結子会社（１社）

及び関連会社（２社）に対する投

資について持分法を適用しており

ます。 

 すべての非連結子会社（１社）

及び関連会社（２社）に対する投

資について持分法を適用しており

ます。 

 すべての非連結子会社（１社）

及び関連会社（２社）に対する投

資について持分法を適用しており

ます。 

  （非連結子会社名） 

㈱セラ物流サービス 

（非連結子会社名） 

㈱セラ物流サービス 

（非連結子会社名） 

㈱セラ物流サービス 

  （関連会社名） 

日本サニタリー㈱ 

新日本設計㈱ 

 なお、新日本設計㈱は浅野環

境サービス㈱の株式取得により

関連会社となったため、当中間

連結会計期間から持分法を適用

しております。 

（関連会社名） 

日本サニタリー㈱ 

新日本設計㈱ 

（関連会社名） 

日本サニタリー㈱ 

新日本設計㈱ 

 なお、新日本設計㈱は浅野環

境サービス㈱の株式取得により

関連会社となったため、当連結

会計年度から持分法を適用して

おります。 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事項 

 連結子会社の中間決算日は中間

連結決算日と一致しております。 

同   左  連結子会社の事業年度の末日は

連結決算日と一致しております。 

４．会計処理基準に関する事

項 

      

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定）を採用して

おります。 

有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同   左 

有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算期末日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は主として

移動平均法により算定）を

採用しております。 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法

を採用しております。 

時価のないもの 

同   左 

時価のないもの 

同   左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  たな卸資産 

未成工事支出金 

 個別法による原価法を採用

しております。 

たな卸資産 

未成工事支出金 

同   左 

たな卸資産 

未成工事支出金 

同   左 

   材料貯蔵品 

 主として総平均法による原

価法を採用しております。 

 材料貯蔵品 

同   左 

 材料貯蔵品 

同   左 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設備を

除く）については定額法を採用し

ております。 

 なお、耐用年数及び残存価額に

ついては、法人税法に規定する方

法と同一の基準によっておりま

す。 

有形固定資産 

同   左 

有形固定資産 

同   左 

  無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可

能期間（５年）に基づいておりま

す。 

無形固定資産 

同   左 

無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可

能期間（５年）に基づく定額法に

よっております。 

(3）重要な引当金の計上基

準 

貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損失

に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。 

貸倒引当金 

同   左 

貸倒引当金 

同   左 

  完成工事補償引当金 

 完成工事に係るかし担保の費用

に備えるため、当中間連結会計期

間末に至る１年間の完成工事高に

対し、過去２年間の実績を基礎に

補修見積額を計上しております。 

完成工事補償引当金 

同   左 

完成工事補償引当金 

 完成工事に係るかし担保の費用

に備えるため、当期の完成工事高

に対し、過去２年間の実績を基礎

に補修見積額を計上しておりま

す。 

  賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に充てるた

め、支給見込額に基づき計上して

おります。 

賞与引当金 

同   左 

賞与引当金 

同   左 

  退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間連結会計期間末

において発生していると認められ

る額を計上しております。 

 数理計算上の差異は、各連結会

計年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年

数（５年）による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の翌連結

会計年度から費用処理することと

しております。 

退職給付引当金 

同   左 

退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。 

 数理計算上の差異は、各連結会

計年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年

数（５年）による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の翌連結

会計年度から費用処理することと

しております。 

  役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく中間期末要

支給額を計上しております。 

役員退職慰労引当金 

同   左 

役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく期末要支給

額を計上しております。 

 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(4）重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同   左 同   左 

(5）その他中間連結財務諸

表（連結財務諸表）作成

のための基本となる重要

な事項 

完成工事高の計上基準 

 完成工事高の計上は、工事完成

基準によっておりますが、特定の

長期請負工事（工期12か月以上か

つ請負金額１億円以上）について

は、工事進行基準を採用しており

ます。 

完成工事高の計上基準 

同   左 

完成工事高の計上基準 

同   左 

  なお、工事進行基準によった完

成工事高は、4,430百万円であり

ます。 

 なお、工事進行基準によった完

成工事高は、4,896百万円であり

ます。 

 なお、工事進行基準によった完

成工事高は、9,093百万円でありま

す。 

  消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税に相当す

る額の会計処理は、税抜方式によ

っております。 

消費税等の会計処理 

同   左 

消費税等の会計処理 

同   左 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッシ

ュ・フロー計算書）におけ

る資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

か月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同   左 同   左 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

─────  （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間より、固定資産の減損

に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しております。これによる損益に与え

る影響はありません。 

───── 



表示方法の変更 

追加情報 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

（中間連結貸借対照表関係）  

 「その他たな卸資産」は、前中間連結会計期間末は未成工事支出金

に含めて「未成工事支出金等」と表示しておりましたが、重要性が増

したため、当中間連結会計期間末から区分掲記しました。 

 なお、前中間連結会計期間末の「その他たな卸資産」の金額は482

百万円であります。 

───── 

 （中間連結損益計算書関係）  

 １． 「社宅使用料収入」は、前中間連結会計期間は営業外収益の

「その他」に含めて表示しておりましたが、重要性が増したた

め、当中間連結会計期間から区分掲記しました。 

 なお、前中間連結会計期間の「社宅使用料収入」の金額は10

百万円であります。 

２． 「コミットメントライン手数料」は、前中間連結会計期間は営

業外費用の「その他」に含めて表示しておりましたが、重要性

が増したため、当中間連結会計期間から区分掲記しました。 

 なお、前中間連結会計期間の「コミットメントライン手数

料」の金額は12百万円であります。 

 （中間連結損益計算書関係）  

 「匿名組合投資利益」は、前中間連結会計期間まで営業外収益の

「その他」に含めて表示しておりましたが、営業外収益総額の100分

の10を超えたため区分掲記しました。 

 なお、前中間連結会計期間の「匿名組合投資利益」の金額は8百万

円であります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

（法人事業税の外形標準課税） 

 「地方税法等の一部を改正する法律」(平

成15年法律第９号)が平成15年３月31日に公

布され、平成16年４月１日以後に開始する事

業年度より外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当中間連結会計期間から「法人事

業税における外形標準課税部分の損益計算書

上の表示についての実務上の取扱い」(平成

16年２月13日 企業会計基準委員会 実務対

応報告第12号)に従い法人事業税の付加価値

割及び資本割については、販売費及び一般管

理費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が６百万

円増加し、営業利益、経常利益が同額減少

し、税金等調整前中間純損失が同額増加して

おります。 

────── （法人事業税の外形標準課税） 

 「地方税法等の一部を改正する法律」(平成

15年法律第９号)が平成15年３月31日に公布さ

れ、平成16年４月１日以後に開始する事業年

度より外形標準課税制度が導入されたことに

伴い、当連結会計年度から「法人事業税にお

ける外形標準課税部分の損益計算書上の表示

についての実務上の取扱い」(平成16年２月13

日 企業会計基準委員会 実務対応報告第12

号)に従い法人事業税の付加価値割及び資本割

については、販売費及び一般管理費に計上し

ております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が19百万

円増加し、営業利益、経常利益、税金等調整

前当期純利益が同額減少しております。 

 なお、セグメント情報に与える影響は当該

箇所に記載しております。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

（中間連結損益計算書関係） 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成17年３月31日） 

１ 受取手形裏書譲渡高 36百万円 １ 受取手形裏書譲渡高 －百万円 １ 受取手形裏書譲渡高   7百万円

２ 当社は、緊急時における資金調達手段を

確保するため、取引銀行７行の協調融資方

式によるコミットメントライン契約を締結

しております。本契約に基づく当中間連結

会計期間末の借入未実行残高は次のとおり

であります。 

２ 当社は、緊急時における資金調達手段を

確保するため、取引銀行７行の協調融資方

式によるコミットメントライン契約を締結

しております。本契約に基づく当中間連結

会計期間末の借入未実行残高は次のとおり

であります。 

２ 当社は、緊急時における資金調達手段を

確保するため、取引銀行７行の協調融資方

式によるコミットメントライン契約を締結

しております。本契約に基づく当連結会計

年度末の借入未実行残高は次のとおりであ

ります。 

契約極度額 5,000百万円

借入実行残高 － 

差引額 5,000百万円

契約極度額      5,000百万円

借入実行残高  － 

差引額      5,000百万円

契約極度額      5,000百万円

借入実行残高 － 

差引額      5,000百万円

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及

び金額は次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及

び金額は次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及

び金額は次のとおりであります。 

従業員給料手当 401百万円

賞与引当金繰入額 257 

退職給付引当金繰入額 98 

役員退職慰労引当金繰入

額 

14 

調査研究費 85 

地代家賃 191 

従業員給料手当    568百万円

賞与引当金繰入額  273 

退職給付引当金繰入額  78 

役員退職慰労引当金繰入

額 

 14 

調査研究費  111 

地代家賃  190 

従業員給料手当 1,144百万円

賞与引当金繰入額  302 

退職給付引当金繰入額  165 

役員退職慰労引当金繰入

額 

 32 

調査研究費  227 

地代家賃  385 

※２ グループ再編の際発生したたな卸資産

処分損、固定資産廃棄損、割増退職金等

であります。 

※２     ────── ※２ グループ再編の際発生したたな卸資産

処分損、固定資産廃棄損、割増退職金等

であります。 

 ３ 当社グループの完成工事高は、通常の

営業の形態として、上半期に比べ下半期

に完成する工事の割合が大きいため、連

結会計年度の上半期の完成工事高と下半

期の完成工事高との間に著しい相違があ

り、上半期と下半期の業績に季節的変動

があります。 

 ３      同   左 ───── 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連

結貸借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連

結貸借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成16年９月30日現在） （平成17年９月30日現在） （平成17年３月31日現在） 

現金預金勘定 3,696百万円

貸付期間が３ヶ月以内の

短期貸付金 
2,000 

運用期間が３ヶ月以内の

信託受益権（流動資産

「その他」） 

359 

現金及び現金同等物 6,056 

現金預金勘定 3,686百万円

貸付期間が３ヶ月以内の

短期貸付金 
1,500 

運用期間が３ヶ月以内の

信託受益権（流動資産

「その他」） 

686 

現金及び現金同等物 5,872 

現金預金勘定 3,577百万円

貸付期間が３ヶ月以内の

短期貸付金 
2,000 

運用期間が３ヶ月以内の

信託受益権（流動資産

「その他」） 

128 

現金及び現金同等物 5,705 



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

機械・運搬
具・工具器
具・備品 

100 65 35 

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額相
当額 
(百万円)

中間期末
残高相当
額 
(百万円)

機械・運搬
具・工具器
具・備品 

121 49 72

取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

機械・運搬
具・工具器
具・備品 

126 71 55

２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料中間期末残高相

当額等 

未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 18百万円

１年超 18 

合計 37 

１年内   23百万円

１年超 50 

合計 74 

１年内   21百万円

１年超 35 

合計 57 

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

３．支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損失 

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 13百万円

減価償却費相当額 12 

支払利息相当額 0 

支払リース料   15百万円

減価償却費相当額 14 

支払利息相当額 0 

支払リース料   28百万円

減価償却費相当額 27 

支払利息相当額 1 

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

  （減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失

はありません。 

  



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成16年９月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

当中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

  

前中間連結会計期間末（平成16年９月30日） 

取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 826 961 135 

(2）債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 501 501 △0 

その他 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 1,327 1,463 135 

その他有価証券 非上場株式（店頭売買株式を除く） 5百万円 

  非上場優先出資証券 500百万円 

  

当中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 872 1,408 536 

(2）債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 100 100 0 

その他 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 972 1,509 537 

その他有価証券 非上場株式 5百万円 

  非上場優先出資証券 500百万円 



前連結会計年度末（平成17年３月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

（デリバティブ取引関係） 

 当社グループは、前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度のいずれにおいても、デリバテ

ィブ取引を利用していないので、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度末（平成17年３月31日） 

取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

(1）株式 822 1,000 178 

(2）債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 200 200 0 

その他 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 1,022 1,201 179 

その他有価証券 非上場株式（店頭売買株式を除く） 5百万円 

  非上場優先出資証券 500百万円 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（平成16年４月１日～平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間（平成17年４月１日～平成17年９月30日） 

前連結会計年度（平成16年４月１日～平成17年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法：製品の種類・性質・施工方法・販売市場等の類似性に基づく製品系列により区分しており

ます。 

２．各事業区分に属する主要な内容 

  
環境装置事業
（百万円） 

建設事業 
（百万円） 

計（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連結(百万円) 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高 6,938 1,712 8,651 － 8,651 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ － － － － 

計 6,938 1,712 8,651 － 8,651 

営業費用 6,992 1,657 8,650 － 8,650 

営業利益又は営業損失(△) △54 54 0 － 0 

  
環境装置事業
（百万円） 

建設事業 
（百万円） 

計（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連結(百万円) 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高 9,175 1,702 10,878 － 10,878 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ － － － － 

計 9,175 1,702 10,878 － 10,878 

営業費用 9,517 1,601 11,119 － 11,119 

営業利益又は営業損失(△) △341 101 △240 － △240 

  
環境装置事業
（百万円） 

建設事業 
（百万円） 

計（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連結(百万円) 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高 21,010 3,164 24,174 － 24,174 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ － － － － 

計 21,010 3,164 24,174 － 24,174 

営業費用 19,917 3,044 22,962 － 22,962 

営業利益 1,092 119 1,212 － 1,212 

環境装置事業 ：廃棄物処理施設（汚泥再生処理、し尿処理）、上下水処理施設、農業集落排水処理施設、

ごみ埋立浸出水処理施設、産業廃水処理施設、土壌・地下水浄化、その他環境関連装置等

建設事業 ：一般建築（事務所、各種工場、倉庫等）、サイロ、プラント設備等 



３．会計処理等の変更 

前中間連結会計期間（平成16年４月１日～平成16年９月30日） 

 追加情報に記載の通り、当連結中間会計期間から法人事業税の付加価値割及び資本割を販売費及び一般管

理費として処理しております 

 この結果、従来の方法によった場合と比べ、環境装置事業の営業費用が６百万円増加し、営業損失が同額

増加しております。 

当中間連結会計期間（平成17年４月１日～平成17年９月30日） 

 該当事項はありません。 

前連結会計年度（平成16年４月１日～平成17年３月31日） 

 連結財務諸表のための基本となる重要な事項の「追加情報」に記載のとおり、当連結会計年度より法人事

業税の付加価値割及び資本割を販売費及び一般管理費として処理しております 

 この結果、従来の方法によった場合と比べ、環境装置事業の営業費用が19百万円増加し、営業利益が同額

減少しております。 

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度については、当社の支店及び連結子会社は、

全て日本国内に所在しているので該当事項はありません。 

【海外売上高】 

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度については、当社グループは、海外売上高が

ないため該当事項はありません。 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益又は純損失の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

(2）【その他】 

 特記事項はありません。 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額(円) 422.10 439.84 443.13 

１株当たり中間（当期）純利

益又は純損失(△)（円） 
△14.76 △6.54 10.25 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益 

 潜在株式調整後１株当たり中間

純利益については、１株当たり中

間純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりま

せん。 

同   左  潜在株式調整後１株当たり当期

純利益については、潜在株式が存

在しないため記載しておりませ

ん。 

  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

中間（当期）純利益又は純損失(△)

（百万円） 
△381 △168 280 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 16 

(うち、利益処分による役員賞与金（百万円）) (－) (－) (16) 

普通株式に係る中間（当期）純利益又

は純損失(△)（百万円） 
△381 △168 264 

普通株式の期中平均株式数（千株） 25,806 25,803 25,805 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

現金預金   3,133   2,991 2,715   

受取手形   602   605 558   

完成工事未収入金   4,105   5,715 9,089   

有価証券   301   100 －   

未成工事支出金   1,010   1,869 1,080   

短期貸付金   2,747   2,236 2,714   

その他 ※２ 846   1,047 440   

貸倒引当金   △13   △11 △27   

流動資産合計     12,732 69.7 14,554 72.7   16,570 75.4

Ⅱ 固定資産           

有形固定資産 ※１         

土地   1,378   1,378 1,378   

その他   573   543 562   

有形固定資産
計 

  1,951   1,921 1,940   

無形固定資産   14   11 12   

投資その他の資産           

投資有価証券   1,655   1,898 1,693   

関係会社株式   1,153   1,156 1,156   

その他   856   594 723   

貸倒引当金   △96   △117 △118   

投資その他の
資産計 

  3,568   3,532 3,454   

固定資産合計     5,534 30.3 5,465 27.3   5,408 24.6

資産合計     18,267 100.0 20,019 100.0   21,978 100.0 

            

 



    
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

支払手形   3,798   4,396 4,701   

工事未払金   2,430   2,783 3,903   

未払法人税等   16   15 63   

未成工事受入金   559   645 732   

賞与引当金   203   206 206   

完成工事補償引当
金 

  47   51 59   

その他   311   472 854   

流動負債合計     7,367 40.3 8,571 42.8   10,523 47.9

Ⅱ 固定負債           

退職給付引当金   486   549 506   

役員退職慰労引当
金 

  21   41 31   

その他   0   16 6   

固定負債合計     508 2.8 607 3.1   543 2.5

負債合計     7,876 43.1 9,179 45.9   11,066 50.4

            

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     1,335 7.3 1,335 6.7   1,335 6.0

Ⅱ 資本剰余金           

資本準備金   39   39 39   

資本剰余金合計     39 0.2 39 0.2   39 0.2

Ⅲ 利益剰余金           

利益準備金   225   252 238   

任意積立金   7,035   8,030 7,035   

中間(当期)未処分
利益 

  1,676   868 2,159   

利益剰余金合計     8,937 48.9 9,151 45.7   9,433 42.9

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    81 0.5 318 1.5   106 0.5

Ⅴ 自己株式     △2 △0.0 △3 △0.0   △3 △0.0

資本合計     10,391 56.9 10,840 54.1   10,911 49.6

負債資本合計     18,267 100.0 20,019 100.0   21,978 100.0 

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 完成工事高     6,985 100.0 7,934 100.0   18,471 100.0 

Ⅱ 完成工事原価     5,690 81.5 6,779 85.4   14,682 79.5

完成工事総利益     1,294 18.5 1,155 14.6   3,788 20.5

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    1,245 17.8 1,407 17.8   2,653 14.4

営業利益又は営業
損失（△） 

    49 0.7 △251 △3.2   1,135 6.1

Ⅳ 営業外収益           

受取利息   2   2 5   

有価証券利息   1   1 3   

受取配当金   10   28 16   

その他 ※３ 42 56 0.8 39 71 0.9 76 101 0.6

Ⅴ 営業外費用           

支払利息   0   0 0   

その他 ※４ 20 20 0.3 16 16 0.2 28 29 0.2

経常利益又は経常
損失(△） 

    85 1.2 △197 △2.5   1,208 6.5

Ⅵ 特別利益           

投資有価証券売却
益 

  54   － 55   

保険解約益    －   － 57   

貸倒引当金戻入益   15 70 1.0 17 17 0.2 8 121 0.7

Ⅶ 特別損失           

販売用不動産評価
損 

  －   － 59   

ゴルフ会員権評価
損 

  －   － 24   

保険解約損   6 6 0.1 － － － 6 89 0.5

税引前中間(当期)
純利益又は純損失
（△） 

    149 2.1 △179 △2.3   1,240 6.7

法人税、住民税及
び事業税 

  9   13 291   

法人税等調整額   92 102 1.4 △55 △42 △0.6 275 567 3.1

中間(当期)純利益
又は純損失（△） 

    47 0.7 △137 △1.7   672 3.6

前期繰越利益     853 1,005   853 

合併による未処分
利益引継額 

    775 －   775 

中間配当額     － －   129 

利益準備金積立額     － －   12 

中間(当期)未処分
利益 

    1,676 868   2,159 

            



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法を

採用しております。 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同   左 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同   左 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定）を採用しております。 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同   左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算

定）を採用しております。 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法を

採用しております。 

時価のないもの 

同   左 

時価のないもの 

同   左 

  (2）たな卸資産 

未成工事支出金 

 個別法による原価法を採用

しております。 

(2）たな卸資産 

未成工事支出金 

同   左 

(2）たな卸資産 

未成工事支出金 

同   左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物附属設

備を除く）については定額法を

採用しております。 

 なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によってお

ります。 

(1）有形固定資産 

同   左 

(1）有形固定資産 

同   左 

  (2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

(2）無形固定資産 

同   左 

(2）無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、耐用年数については、法

人税法に規定する方法と同一の基

準によっております。 

  (3）長期前払費用 

 定額法を採用しております。 

(3）長期前払費用 

同   左 

(3）長期前払費用 

同   左 

  (4）少額減価償却資産 

 取得価額が10万円以上20万円

未満の資産については、３年均

等償却によっております。 

(4）少額減価償却資産 

同   左 

(4）少額減価償却資産 

 取得価額が10万円以上20万円

未満の資産については、各事業

年度毎に一括して３年均等償却

によっております。 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損

失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しており

ます。 

(1）貸倒引当金 

同   左 

(1）貸倒引当金 

同   左 

  (2）完成工事補償引当金 

 完成工事に係るかし担保の費

用に備えるため、当中間期末に

至る１年間の完成工事高に対

し、過去２年間の実績を基礎に

補修見積額を計上しておりま

す。 

(2）完成工事補償引当金 

同   左 

(2）完成工事補償引当金 

 完成工事に係るかし担保の費

用に備えるため、当事業年度の

完成工事高に対し、過去２年間

の実績を基礎に補修見積額を計

上しております。 

  (3）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に充てる

ため、支給見込額に基づき計上

しております。 

(3）賞与引当金 

同   左 

(3）賞与引当金 

同   左 

 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  (4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（５年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理するこ

ととしております。 

(4）退職給付引当金 

同   左 

(4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上しております。 

 数理計算上の差異は、各期の発

生時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（５年）

による定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌事業年度から費

用処理することとしております。 

  (5）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく中間期

末要支給額を計上しておりま

す。 

(5）役員退職慰労引当金 

同   左 

(5）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同   左 同   左 

５．その他中間財務諸表作成

のための基本となる重要な

事項 

(1）完成工事高の計上基準 

 完成工事高の計上は、工事完

成基準によっておりますが、特

定の長期請負工事（工期12か月

以上かつ請負金額１億円以上）

については、工事進行基準を採

用しております。 

(1）完成工事高の計上基準 

同   左 

(1）完成工事高の計上基準 

同   左 

  なお、工事進行基準によった

完成工事高は、4,430百万円で

あります。 

 なお、工事進行基準によった

完成工事高は、4,896百万円で

あります。 

 なお、工事進行基準によった

完成工事高は、9,093百万円であ

ります。 

  (2）消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税に相当

する額の会計処理は、税抜方式

によっております。 

(2）消費税等の会計処理 

同   左 

(2）消費税等の会計処理 

同   左 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

─────  （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用

しております。これによる損益に与える影響

はありません。 

───── 



表示方法の変更 

追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

（中間貸借対照表関係） 

 「関係会社株式」は資産の総額の100分の５を超えたため、区分掲

記しました。 

 なお、前中間会計期間は投資その他の資産の「その他」に585百万

円含まれております。 

───── 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

（法人事業税の外形標準課税） 

 「地方税法等の一部を改正する法律」(平

成15年法律第９号)が平成15年３月31日に公

布され、平成16年４月１日以後に開始する事

業年度より外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当中間会計期間から「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計算書上の

表示についての実務上の取扱い」(平成16年

２月13日 企業会計基準委員会 実務対応報

告第12号)に従い法人事業税の付加価値割及

び資本割については、販売費及び一般管理費

に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が６百万

円増加し、営業利益、経常利益及び税引前中

間純利益が同額減少しております。 

────── （法人事業税の外形標準課税） 

 「地方税法等の一部を改正する法律」(平成

15年法律第９号)が平成15年３月31日に公布さ

れ、平成16年４月１日以後に開始する事業年

度より外形標準課税制度が導入されたことに

伴い、当事業年度から「法人事業税における

外形標準課税部分の損益計算書上の表示につ

いての実務上の取扱い」(平成16年２月13日 

企業会計基準委員会 実務対応報告第12号)に

従い法人事業税の付加価値割及び資本割につ

いては、販売費及び一般管理費に計上してお

ります。 

 この結果、販売費及び一般管理費が19百万

円増加し、営業利益、経常利益及び税引前当

期純利益が同額減少しております。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、

493百万円であります。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、

546百万円であります。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、

520百万円であります。 

※２．消費税等の取扱い 

 仮払消費税等と仮受消費税等との相殺

後の金額（13百万円）は、流動資産の

「その他」に含まれております。 

※２．消費税等の取扱い 

 仮払消費税等と仮受消費税等との相殺

後の金額（45百万円）は、流動資産の

「その他」に含まれております。 

───── 

 ３．当社は、緊急時における資金調達手段

を確保するため、取引銀行７行の協調融

資方式によるコミットメントライン契約

を締結しております。本契約に基づく当

中間会計期間末の借入未実行残高は次の

とおりであります。 

 ３．当社は、緊急時における資金調達手段

を確保するため、取引銀行７行の協調融

資方式によるコミットメントライン契約

を締結しております。本契約に基づく当

中間会計期間末の借入未実行残高は次の

とおりであります。 

 ３．当社は、緊急時における資金調達手段

を確保するため、取引銀行７行の協調融

資方式によるコミットメントライン契約

を締結しております。本契約に基づく当

事業年度末の借入未実行残高は次のとお

りであります。 

契約極度額 5,000百万円

借入実行残高 － 

差引額 5,000 

契約極度額 5,000百万円

借入実行残高  － 

差引額   5,000 

契約極度額 5,000百万円

借入実行残高  － 

差引額      5,000 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 １．当社の完成工事高は、通常の営業の形

態として、上半期に比べ下半期に完成す

る工事の割合が大きいため、事業年度の

上半期の完成工事高と下半期の完成工事

高との間に著しい相違があり、上半期と

下半期の業績に季節的変動があります。 

 １．    同   左 ───── 

 ２．減価償却実施額  ２．減価償却実施額  ２．減価償却実施額 

有形固定資産 27百万円

無形固定資産 1 

投資その他の資産 3 

有形固定資産   28百万円

無形固定資産  1 

投資その他の資産  2 

有形固定資産   60百万円

無形固定資産  3 

投資その他の資産  5 

※３．このうち重要なもの ※３．このうち重要なもの ※３．このうち重要なもの 

受取賃貸料 9百万円

社宅使用料収入 9 

受取賃貸料  8百万円

社宅使用料収入  8 

受取賃貸料   18百万円

社宅使用料収入  19 

※４．このうち重要なもの ※４．このうち重要なもの ※４．このうち重要なもの 

コミットメントライン手

数料 

17百万円 コミットメントライン手

数料 

  14百万円 コミットメントライン手

数料 

  24百万円



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはありません。 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

車両運搬具 2 2 0 

工具・器
具・備品 

79 55 24 

合計 82 57 24 

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額相
当額 
(百万円)

中間期末
残高相当
額 
(百万円)

車両運搬具 5 1 4

工具・器
具・備品 

97 37 60

合計 103 38 65

取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

車両運搬具 5 0 5

工具・器
具・備品 

102 61 40

合計 108 62 46

２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料中間期末残高相

当額等 

未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 15百万円

１年超 9 

合計 25 

１年内   19百万円

１年超 45 

合計 65 

１年内  18百万円

１年超 28 

合計 46 

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

３．支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損失 

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 11百万円

減価償却費相当額 10 

支払利息相当額 0 

支払リース料   13百万円

減価償却費相当額 12 

支払利息相当額 0 

支払リース料   25百万円

減価償却費相当額 24 

支払利息相当額 0 

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同   左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同   左 

５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

５．利息相当額の算定方法 

同   左 

５．利息相当額の算定方法 

同   左 

  （減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失

はありません。 

  



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益又は純損失の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

  
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額(円) 402.48 419.92 422.05 

１株当たり中間（当期）純利

益又は純損失（△）（円） 
1.84 △5.32 25.43 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益 

 潜在株式調整後１株当たり中間

純利益については、潜在株式が存

在しないため記載しておりませ

ん。 

 潜在株式調整後１株当たり中間

純利益については、１株当たり中

間純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりま

せん。 

 潜在株式調整後１株当たり当期

純利益については、潜在株式が存

在しないため記載しておりませ

ん。 

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

中間（当期）純利益又は純損失（△）

（百万円） 
47 △137 672 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 16 

(うち利益処分による役員賞与金（百万円）) (－) (－) (16) 

普通株式に係る中間（当期）純利益又

は純損失（△）（百万円） 
47 △137 656 

普通株式の期中平均株式数（千株） 25,818 25,815 25,817 



(2）【その他】 

 中間配当に関する取締役会の決議は、次のとおりであります。 

 （注） 平成17年９月30日最終の株主名簿等に記載または記録された株主または登録質権者に対し、支払いを行い

ます。 

(1)決議年月日 平成17年11月17日 

(2)中間配当金総額   129,074,050円 

(3)１株当たりの額       ５円 

(4)中間配当金支払請求権の効力発生日並びに支払開始日 平成17年12月８日 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間において、近畿財務局長に提出した書類は次のとおりでありま

す。 

１．有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第38期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月29日提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書

       平成16年12月20日  

アタカ工業株式会社    

 取締役会 御中   

 暁監査法人  

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 林  弘  印 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 阿部 弘  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているアタカ

工業株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成16年４月１日から

平成16年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余

金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、アタカ工業株式会社及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連

結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情

報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間連結財務諸

表に添付する形で別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書

       平成17年12月20日  

アタカ工業株式会社    

 取締役会 御中   

 暁監査法人  

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 阿部 弘  印 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 野村 和幸 印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているアタカ

工業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年４月１日から

平成17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余

金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、アタカ工業株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連

結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情

報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間連結財務諸

表に添付する形で別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書

       平成16年12月20日  

アタカ工業株式会社    

 取締役会 御中   

 暁監査法人  

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 林  弘  印 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 阿部 弘  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているアタカ

工業株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第38期事業年度の中間会計期間（平成16年４月１日から平

成16年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。

この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、アタカ工業株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成16年４月１日

から平成16年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表に

添付する形で別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書

       平成17年12月20日  

アタカ工業株式会社    

 取締役会 御中   

 暁監査法人  

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 阿部 弘  印 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 野村 和幸 印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているアタカ

工業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第39期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日から平

成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。

この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、アタカ工業株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４月１日

から平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表に

添付する形で別途保管しております。 


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２受注及び売上の状況
	３対処すべき課題
	４経営上の重要な契約等
	５研究開発活動

	第３設備の状況
	１主要な設備の状況
	２設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2）新株予約権等の状況
	(3）発行済株式総数、資本金等の状況
	(4）大株主の状況
	(5）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該中間会計期間における月別最高・最低株価
	３役員の状況

	第５経理の状況
	１中間連結財務諸表等
	(1）中間連結財務諸表
	①中間連結貸借対照表
	②中間連結損益計算書
	③中間連結剰余金計算書
	④中間連結キャッシュ・フロー計算書
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高

	(2）その他

	２中間財務諸表等
	(1）中間財務諸表
	①中間貸借対照表
	②中間損益計算書

	(2）その他


	第６提出会社の参考情報

	第二部提出会社の保証会社等の情報

	監査報告書

	pageform1: 1/47
	pageform2: 2/47
	form1: EDINET提出書類  2005/12/20 提出
	form2: アタカ工業株式会社(151167)
	form3: 半期報告書
	pageform3: 3/47
	pageform4: 4/47
	pageform5: 5/47
	pageform6: 6/47
	pageform7: 7/47
	pageform8: 8/47
	pageform9: 9/47
	pageform10: 10/47
	pageform11: 11/47
	pageform12: 12/47
	pageform13: 13/47
	pageform14: 14/47
	pageform15: 15/47
	pageform16: 16/47
	pageform17: 17/47
	pageform18: 18/47
	pageform19: 19/47
	pageform20: 20/47
	pageform21: 21/47
	pageform22: 22/47
	pageform23: 23/47
	pageform24: 24/47
	pageform25: 25/47
	pageform26: 26/47
	pageform27: 27/47
	pageform28: 28/47
	pageform29: 29/47
	pageform30: 30/47
	pageform31: 31/47
	pageform32: 32/47
	pageform33: 33/47
	pageform34: 34/47
	pageform35: 35/47
	pageform36: 36/47
	pageform37: 37/47
	pageform38: 38/47
	pageform39: 39/47
	pageform40: 40/47
	pageform41: 41/47
	pageform42: 42/47
	pageform43: 43/47
	pageform44: 44/47
	pageform45: 45/47
	pageform46: 46/47
	pageform47: 47/47


